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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

  

 
(注)  売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第５期

第３四半期連結
累計期間

第６期
第３四半期連結

累計期間

第５期
第３四半期連結

会計期間

第６期 
第３四半期連結 

会計期間
第５期

会計期間

自  平成21年
      4月1日 
至  平成21年 
    12月31日

自  平成22年
      4月1日 
至  平成22年 
    12月31日

自  平成21年
      10月1日
至  平成21年 
    12月31日

自  平成22年 
      10月1日 
至  平成22年 
    12月31日

自  平成21年
      4月1日 
至  平成22年 
      3月31日

売上高 (百万円) 82,302 100,012 30,472 33,635 113,601 

経常利益 (百万円) 3,051 4,845 2,053 1,772 4,522 

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,923 2,686 1,164 1,144 2,488 

純資産額 (百万円) ― ― 23,653 24,938 24,222 

総資産額 (百万円) ― ― 67,559 70,151 68,456 

１株当たり純資産額 (円) ― ― 98,282.00 105,838.82 100,876.46 

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) 8,096.91 11,595.52 4,916.18 4,974.85 10,495.94 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) 8,088.98 11,586.52 4,906.22 4,973.53 10,479.37 

自己資本比率 (％) ― ― 34.3 34.7 34.7 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 3,887 2,921 ― ― 4,852 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,668 △215 ― ― △1,838

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,074 △1,174 ― ― △2,438

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) ― ― 12,522 13,346 12,022 

従業員数 (名) ― ― 5,180 5,281 5,209 
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当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

平成22年10月1日付でグループ経営の効率化を図る目的で国内子会社８社を国内４つの地域ごとに統合

し、存続会社３社及び新設会社１社の計４社に再編・集約することを完了いたしました。この結果、当第

３四半期連結会計期間末において、国内子会社は６社となりました。 

  

(1) 連結会社の状況 

   平成22年12月31日現在 

 
（注） 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの 

   出向者を含む就業人員であり、臨時従業員(パートタイマー)は、当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員 

   を( )外数で記載しております。  

  

(2) 提出会社の状況 

   平成22年12月31日現在 

 
（注）１.従業員数は、就業人員であります。 

 ２.従業員数の（外書）は、臨時従業員(パートタイマー)の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員を記載し

ております。 

 ３．従業員が当第３四半期連結会計期間において147名減少したのは、組織改正に伴う子会社への異動などによ

るものであります。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

従業員数(名) 5,281（1,274)

従業員数(名) 926(37) 
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第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績 

当社グループは、物流事業を主な事業分野とした企業グループであるため、生産・受注に 

つきましては、該当しないため、記載を省略しております。 

  
(2) 販売実績 

当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであ 

ります。 
  

 
(注) １. セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２. 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりで 

あります。 

  

 
３.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、事業等のリスクについて新たに発生した事項又は重要な変更は

ありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比（％）

国内物流事業 22,048 ─ 

国際物流事業 6,125 ─ 

海外物流事業 5,461 ─ 

合計 33,635 ─ 

相手先

前第３四半期連結会計期間
 （自 平成21年10月 1日 

   至 平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間  
（自 平成22年10月 1日 

  至 平成22年12月31日）

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

日産自動車株式会社 6,778 22.2 7,386 21.9 

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】
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文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。 

  

(1)業績の状況 

 当第３四半期連結会計期間の当社グループを取り巻く環境は、中国を始めとするアジア諸国での物流

量が堅調に推移致しましたが、一方でエコカー補助金の終了による自動車の国内販売の減少、急激な円高

の進行や航空運賃の値上げ等の影響により先行き不透明のまま推移しました。 

このような状況の下、昨春に策定いたしました「バンテック ビジネスプラン2010－2012」に基づき、

成長路線へ回帰すべく営業力の強化を図り、変革へチャレンジし、企業集団としての進化とさらなる拡大

を目指し、重点諸施策を推進して参りました。その一環として、平成22年10月１日付でグループ経営の効

率化を図る目的で国内の子会社８社を地域ごとに統合し、４社に再編・集約することを完了いたしまし

た。 

この結果、当第３四半期連結会計期間の連結業績は次のとおりとなりました。 

（単位：百万円） 

 
当第３四半期連結会計期間におけるセグメント別の業績は以下のとおりであります。 

なお、第1四半期連結会計期間より、マネジメントアプローチが導入された結果、報告セグメントを①

国内物流事業、②国際物流事業、③海外物流事業としています。従って、以下の①から③における増減説

明については、比較のために前年同期を当四半期のセグメントベースに組み替えております。 

①国内物流事業 

 国内物流事業につきましては、エコカー補助金が打ち切られましたが、引き続き自動車輸出が好調を維

持し、主要顧客の輸出船積台数が堅調に推移しました。その結果、当事業の売上高は、前年同期に比べ16

億6百万円、7.9％増収の220億4千8百万円となりました。一方、固定費の増加等の影響から、営業利益に

つきましては、前年同期に比べ1億9千3百万円、15.5％減益の10億5千万円となりました。 

 ②国際物流事業 

 国際物流事業につきましては、航空輸出貨物取扱量の伸び率は当第３四半期連結会計期間に入って鈍化

したものの、前年同期に比べ依然として増加傾向にありました。この結果、売上高は前年同期に比べ4億4

千3百万円、7.8％増収の61億2千５百万円となりました。一方、営業利益につきましては、航空運賃の上

昇などの影響から前年同期に比べ2千万円、5.4％減益の3億5千万円となりました。 

 ③海外物流事業 

  海外物流事業につきましては、中国と東南アジアを中心に航空輸出貨物の取扱量が増加し、また、中国

において自動車関連物流も増加いたしました。この結果、売上高は前年同期に比べ11億1千5百万円、

25.7％増収の54億6千1百万円となりました。一方、営業利益につきましては、世界的な航空運賃上昇によ

る影響から前年同期に比べ2千7百万円、8.1％減益の3億6百万円となりました。 

  

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 当第３四半期 前第３四半期 前年同四半期比

 連結会計期間 連結会計期間 増減 伸率
（％） 

売上高 33,635 30,472 3,162 10.3

営業利益 1,707 1,947 △240 △12.3

経常利益 1,772 2,053 △281 △13.7

四半期純利益 1,144 1,164 △20 △1.7
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（２）財政状態の分析 

  当第３四半期連結会計期間末における総資産は、主に売掛金の増加等により前連結会計年度末に比べ、

16億9千5百万円増加の701億5千1百万円となりました。 

  負債合計は、買掛金及び借入金等の増加等により前連結会計年度末に比べ、9億7千8百万円増加の452億

1千3百万円となりました。 

  純資産は、配当金の支払と自己株式の取得等による減少があったものの、四半期純利益による増加の結

果、前連結会計年度末に比べ、7億1千6百万円増加の249億3千8百万円となりました。 

  自己資本比率については34.7％となりました。 

  

（３）キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度

末に比べ13億2千3百万円増加し、133億4千6百万円となりました。 

 当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況と、それらの要因は次のとおりであり

ます。 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動の結果、増加した資金は、17億8千7百万円となりました（前年同期は、23億8千万円の増

加）。この主な要因は、税金等調整前四半期純利益19億円、売上債権の減少額7億8千7百万円、減価償却

費3億9千2百万円等の増加要因、賞与引当金の減少額5億7千6百万円、法人税等の支払額7億6千1百万円等

の減少要因によるものです。 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動の結果、増加した資金は、19億1千4百万円となりました（前年同期は7千1百万円の減少）。こ

の主な要因は、有形固定資産の売却による収入7億6百万円、有価証券の償還による収入14億9千9百万円等

の増加要因、有形固定資産の取得による支出2億4千6百万円等の減少要因によるものです。 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動の結果、減少した資金は、11億円となりました（前年同期は、10億1千1百万円の減少）。この

主な要因は、短期借入金の純減額5億8千4百万円、配当金の支払額4億5千4百万円等の減少要因によるもの

です。 

  

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。 

  

（５）研究開発活動 

 該当事項はありません。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第３四半期連結会計期間において、以下の設備を売却しております。 

提出会社 

  

 
  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありませ

ん。  

  

  

事業所名 
（所在地）

セグメント 
の名称

設備の内容

帳簿価格（百万円）

従業員数 
（人）

建物及び
構築物

土地
（面積㎡）

合計

京都営業所 
(京都府宇治市) 

国内物流
納入代行用

倉庫 32 
489 

（6,835） 522 ─ 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
 (注) 提出日現在発行数には、平成23年２月１日から当四半期報告書提出日までに新株予約権の 

行使により発行された株式数は含まれておりません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 800,000 

計 800,000 

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 

(平成22年12月31日）

提出日現在
発行数(株) 

(平成23年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 247,268 247,268 
東京証券取引所
市場第一部

当社は単元株制度を採
用しておりません

計 247,268 247,268 ― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】 

  

 
(注) １. 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1株であります。 

２． 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 
  

   

 また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により

払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

 
  ３. 新株予約権の行使の条件等 

    （１）新株予約権者は、次の場合を除き、権利行使時に当社または当社の完全子会社の取 

       締役、監査役若しくは使用人の地位にあること。 

      ①取締役、監査役、使用人の子会社等への転籍による退職は、当社の取締役会にお 

       いて権利の存続を認めた場合、取締役会の定める条件により権利行使することが 

       できる。        
              ②退任、定年退職の場合、退任、定年退職後１年以内は権利行使することができる。 
    （２）その他、権利行使の条件は当社の株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社 

        と新株予約権者との間で締結している新株予約権割当契約書に定めるところによる。  

 ４. 当該新株予約権は、平成17年3月25日に株式会社バンテックとの株式交換により株式会社 

    バンテックホールディングスが権利義務を承継し、さらに、平成18年3月1日に株式会社バン 

       テックホールディングスとの株式移転により、提出会社が権利義務を承継したものです。 
  

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

        該当事項はありません。 

株主総会決議日（平成16年6月25日）

 
第３四半期会計期間末現在 

(平成22年12月31日)

新株予約権の数 713個（注）1

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式

当社は単元株制度を採用しておりません。

新株予約権の目的となる株式の数 713株

新株予約権の行使時の払込金額 110,000円（注）2

新株予約権の行使期間 
自 平成19年9月18日 
至 平成26年6月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 110,000円 
資本組入額 55,000円

新株予約権の行使の条件 （注）3

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）3

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

  
既発行株式数＋

新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数
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(4) 【ライツプランの内容】 

    該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 
(注) 新株予約権の行使による増加であります。 

  

(6) 【大株主の状況】 

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しており

ません。 

  

(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年９月30日)に基づく株主名簿による記

載をしております。 

① 【発行済株式】 

平成22年12月31日現在 

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成22年10月 1日～ 
平成22年12月31日 130 247,268 2 3,862 2 3,862

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ─ ─ 

議決権制限株式(自己株式等) ─ ─ ─ 

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─ 

完全議決権株式(自己株式等) 
普通株式(自己保有株式)

─ ─ 
 14,837 

完全議決権株式(その他) 普通株式 232,301 232,301 
株主としての権利内容に
制限のない、標準となる株式 

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数  247,138 ― ―

総株主の議決権 ― 232,301 ―
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② 【自己株式等】 

平成22年12月31日現在 

 
(注） 当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日）の当社所有の自己名義所有株式数は第２四半期会計期間末（平

成22年９月30日）と同様に14,837株ですが、このほか当第３四半期会計期間末の四半期連結財務諸表に自己株

式として認識している当社株式が2,154株あります。これは、平成22年５月12日開催の取締役会において決議さ

れました「株式給付信託（従業員持株会処分型）」導入に基づき、みずほ信託銀行株式会社（再信託受託先 

資産管理サービス信託銀行株式会社）（以下「信託口」）が平成22年12月31日現在所有している株式です。こ

の処理は会計処理上、当社と信託口が一体のものであると認識し、信託口が所有する当社株式を自己株式とし

て計上していることによるものであります。 

  

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％)

（自己保有株式） 
株式会社バンテック 

神奈川県横浜市神奈
川区守屋町三丁目13
番地１ 

14,837 ― 14,837 6.0 

計 ― 14,837 ― 14,837 6.0 

２ 【株価の推移】

月別
平成22年 

4月
 

 5月
 

6月
 

7月
 

8月
 

9月
 

10月
 

11月
 

12月

最高(円) 124,800 128,900 123,000 122,500 134,800 136,500 129,000 128,100 125,000 

最低(円) 108,000 105,600 110,000 112,000 119,300 123,500 110,300 111,000 111,100 

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月

１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31

日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について
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１ 【四半期連結財務諸表】 
 （１） 【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,355 12,032

受取手形及び売掛金 ※5  21,185 19,747

有価証券 2,008 8

貯蔵品 96 90

繰延税金資産 953 931

その他 2,175 1,913

貸倒引当金 △107 △89

流動資産合計 37,667 34,634

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 9,078 9,532

機械装置及び運搬具（純額） 672 663

土地 13,254 13,797

建設仮勘定 4 2

その他（純額） 595 446

有形固定資産合計 ※1  23,605 ※1  24,442

無形固定資産   

のれん 2,295 2,420

その他 1,606 1,705

無形固定資産合計 3,902 4,125

投資その他の資産 ※2  4,958 ※2  5,226

固定資産合計 32,466 33,794

繰延資産 17 27

資産合計 70,151 68,456
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(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 12,242 11,035

短期借入金 8,595 8,189

1年内返済予定の長期借入金 5,541 1,823

未払法人税等 1,249 1,400

繰延税金負債 － 1

賞与引当金 981 1,623

役員賞与引当金 － 29

その他 3,661 3,410

流動負債合計 32,271 27,513

固定負債   

社債 2,000 2,000

長期借入金 3,740 7,254

長期預り金 861 838

長期未払金 728 829

繰延税金負債 208 197

再評価に係る繰延税金負債 1,770 1,922

退職給付引当金 2,779 2,897

役員退職慰労引当金 4 35

独禁法関連引当金 417 417

負ののれん 80 92

その他 350 234

固定負債合計 12,941 16,720

負債合計 45,213 44,234

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,862 3,857

資本剰余金 13,781 13,775

利益剰余金 10,477 8,839

自己株式 △2,243 △1,618

株主資本合計 25,878 24,854

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 56 49

為替換算調整勘定 △1,562 △1,182

評価・換算差額等合計 △1,505 △1,133

少数株主持分 566 501

純資産合計 24,938 24,222

負債純資産合計 70,151 68,456
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（２）【四半期連結損益計算書】 
 【第３四半期連結累計期間】 

(単位:百万円)

前第3四半期連結累計期間 
（自 平成21年 4月 1日 

    至 平成21年12月31日）

当第3四半期連結累計期間 
（自 平成22年 4月 1日 

    至 平成22年12月31日）

売上高 82,302 100,012

売上原価 69,542 85,105

売上総利益 12,759 14,907

販売費及び一般管理費 ※1  9,903 ※1  10,220

営業利益 2,855 4,686

営業外収益   

受取利息 28 15

受取配当金 18 17

為替差益 88 205

負ののれん償却額 166 12

持分法による投資利益 26 28

その他 113 54

営業外収益合計 440 334

営業外費用   

支払利息 158 138

株式交付費償却 10 5

支払手数料 8 3

その他 66 28

営業外費用合計 244 176

経常利益 3,051 4,845

特別利益   

固定資産売却益 28 187

投資有価証券売却益 16 1

受取和解金 ※2  220 －

その他 8 19

特別利益合計 274 207

特別損失   

固定資産売却損 4 7

固定資産除却損 140 37

投資有価証券売却損 14 －

投資有価証券評価損 － 51

減損損失 115 167

事業再編損 － 87

退職特別加算金 71 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 19

その他 49 22

特別損失合計 395 392

税金等調整前四半期純利益 2,930 4,660

法人税等 ※3  984 ※3  1,885

少数株主損益調整前四半期純利益 － 2,775

少数株主利益 22 88

四半期純利益 1,923 2,686
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 【第３四半期連結会計期間】 

(単位:百万円)

前第3四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月 1日 

   至 平成21年12月31日） 

当第3四半期連結会計期間 
（自 平成22年10月 1日 

   至 平成22年12月31日） 

売上高 30,472 33,635

売上原価 25,231 28,591

売上総利益 5,240 5,044

販売費及び一般管理費 ※1  3,293 ※1  3,337

営業利益 1,947 1,707

営業外収益   

受取利息 7 3

受取配当金 0 1

為替差益 45 90

負ののれん償却額 55 1

持分法による投資利益 11 8

助成金収入 53 －

その他 24 11

営業外収益合計 199 116

営業外費用   

支払利息 52 44

株式交付費償却 3 －

支払手数料 2 －

その他 35 6

営業外費用合計 93 51

経常利益 2,053 1,772

特別利益   

固定資産売却益 8 172

その他 1 8

特別利益合計 10 180

特別損失   

固定資産売却損 3 －

固定資産除却損 106 6

減損損失 78 38

その他 38 7

特別損失合計 226 52

税金等調整前四半期純利益 1,836 1,900

法人税等 ※2  638 ※2  732

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,167

少数株主利益 33 22

四半期純利益 1,164 1,144
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位:百万円)

前第3四半期連結累計期間 
(自 平成21年 4月 1日 
  至 平成21年12月31日) 

当第3四半期連結累計期間 
(自 平成22年 4月 1日 
  至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,930 4,660

減価償却費 1,121 1,147

のれん償却額（△は負ののれん償却額） △23 112

貸倒引当金の増減額（△は減少） △59 72

賞与引当金の増減額（△は減少） △295 △635

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － △29

退職給付引当金の増減額（△は減少） △106 △117

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 11 △31

受取利息及び受取配当金 △47 △33

支払利息 158 138

持分法による投資損益（△は益） △26 △28

固定資産売却損益（△は益） △23 △179

固定資産除却損 140 37

投資有価証券評価損益（△は益） － 51

投資有価証券売却損益（△は益） △2 △1

減損損失 115 167

受取和解金 △220 －

売上債権の増減額（△は増加） △1,387 △1,739

差入保証金の増減額（△は増加） △284 196

仕入債務の増減額（△は減少） 1,624 1,381

未払消費税等の増減額（△は減少） 23 234

長期未払金の増減額（△は減少） △83 △100

その他 370 △137

小計 3,936 5,165

和解金の受取額 220 －

公正取引委員会課徴金の支払額 △417 －

利息及び配当金の受取額 48 72

利息の支払額 △155 △138

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 255 △2,178

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,887 2,921
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(単位:百万円)

前第3四半期連結累計期間 
(自 平成21年 4月 1日 
  至 平成21年12月31日) 

当第3四半期連結累計期間 
(自 平成22年 4月 1日 
  至 平成22年12月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 － △1,499

有価証券の償還による収入 － 1,499

有形固定資産の取得による支出 △1,441 △562

有形固定資産の除却による支出 △23 △25

有形固定資産の売却による収入 60 731

無形固定資産の取得による支出 △344 △354

子会社株式の追加取得による支出 △89 －

投資有価証券の売却による収入 88 2

関係会社株式の売却による収入 88 －

貸付けによる支出 △19 △36

貸付金の回収による収入 4 13

その他 7 15

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,668 △215

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,644 390

長期借入金の返済による支出 △26 △1,847

長期借入れによる収入 1,606 2,050

リース債務の返済による支出 △58 △100

株式の発行による収入 3 9

自己株式の取得による支出 △243 △670

自己株式の売却による収入 － 46

配当金の支払額 △708 △1,042

少数株主への配当金の支払額 △2 △10

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,074 △1,174

現金及び現金同等物に係る換算差額 51 △209

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,196 1,321

現金及び現金同等物の期首残高 11,292 12,022

連結範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増加高 33 1

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  12,522 ※  13,346
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

     

 
  

 

当第３四半期連結累計期間 

 (自  平成22年４月１日   

  至  平成22年12月31日)

1.連結の範囲に
関する事項の
変更 

(1) 連結の範囲の変更 

 第２四半期連結会計期間より、重要性が増したことにより、㈱バンテック九州を連結の範
囲に含めております。 
 当第３四半期連結会計期間において、当社連結子会社㈱バンテックゼットロジ、㈱ロジメ
イト、池田運輸㈱、㈱バンテックテクノサービス及びテイシーシーサービス㈱は、吸収分割
及び吸収合併により連結子会社㈱バンテックイースト（旧社名：㈱バンテック東日本ロ
ジ）、㈱バンテックセントラル（旧社名：㈱バンテック首都圏ロジ）、㈱バンテックウエス
ト（旧社名：㈱バンテック東海ロジ）及び㈱バンテック九州に統合され消滅いたしました。 
 また、当第３四半期連結会計期間において、当社連結子会社栄運輸㈱は清算したため、連
結の範囲から除外しております。 

(2) 変更後の連結子会社の数 

22社 

2.会計処理基準
等に関する事
項の変更 

(1) 「資産除去債務に関する会計基準」の適用

 第１四半期連結会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号
平成20年3月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指
針第21号 平成20年3月31日）を適用しております。 
 これにより、営業利益及び経常利益が６百万円減少し、税金等調整前四半期純利益が25百
万円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は96百
万円であります。 

  

 

(2)「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱
い」の適用 
  

 

第1四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20
年3月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応
報告第24号 平成20年3月10日）を適用しております。 
 これによる損益に与える影響はありません。  
  

 
(3) 「企業結合に関する会計基準」等の適用

 

第1四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成
20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月
26日）、「『研究開発費等に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年
12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第7号 平成20年12月26日）、
「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年12月26日）及び「企業結合会
計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20
年12月26日）を適用しております。 
  

 (4)有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法の変更

 

従来、当社及び国内連結子会社の有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法につい
ては、平成10年4月1日以降取得の建物（建物付属設備を除く）を除き、定率法を採用してお
りましたが、第１四半期連結会計期間より定額法に変更いたしました。 
 この変更は、平成22年4月より開始したビジネスプランに基づき、今後、海外事業の比重が
高まることが見込まれ、全社の有形固定資産に占める海外連結子会社の有形固定資産の重要
性が増すと予想されることから、これを契機に、当社及び国内連結子会社の有形固定資産の
稼働状況を検討したところ、稼働状況に見合う償却方法として定額法が適切となったために
実施したものであります。海外事業の重要性が増す反面、国内事業は売上が飛躍的に増大す
る局面から安定局面に入り、国内事業に係る有形固定資産については、将来に亘って経済的
便益の安定的、平均的な費消が予想されます。このような費消パターンを反映する方法は定
額法であると考えられるため、定額法への変更を行いました。また、連結会社の会計方針の
統一を図ることも変更理由の一つであります。 
 この変更により、従来の方法によった場合に比べ、減価償却費は88百万円減少し、営業利
益、経常利益、税金等調整前四半期純利益は88百万円増加しております。 
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【表示方法の変更】 

  

 
  

 
  

【簡便な会計処理】 

  

 
  

当第３四半期連結累計期間 

(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係） 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結累計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

 

当第３四半期連結会計期間 

(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係） 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結会計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

 

  当第３四半期連結累計期間

（自 平成22年４月１日

    至 平成22年12月31日）

１．繰延税金資産及び 

   繰延税金負債の 

    算定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断については、前連結会計年度末以降に経営環境等

に著しい変化がなく、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる

場合に、前連結会計年度末において使用した将来の業績予測やタックス・プランニン

グを利用する方法によっております。 

２．一般債権の貸倒見積高 

    の算定方法 

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと

著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸

倒見積高を算定しております。 
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

 
  

【追加情報】 

  

 
  

  当第３四半期連結累計期間

（自 平成22年４月１日

    至 平成22年12月31日）

 税金費用の計算  税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益

に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

当第３四半期連結累計期間 

(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

(信託型従業員持株制度に関する会計処理) 

 当社は、平成22年４月23日開催の取締役会において、従業員の福利厚生の増進及び当社の企業価値向上に係る

インセンティブの付与を目的として、信託を活用した従業員持株制度（以下、「本制度」といいます。）の導入

を決議し、平成22年５月12日開催の取締役会においてその詳細を決議いたしました。 

 本制度は、「バンテックグループ従業員持株会」（以下、「持株会」といいます。）に加入する従業員を対象

に、当社の自己株式の株価上昇メリットを還元するインセンティブ・プランです。  

 今後５年間にわたり持株会が取得する見込みの当社の自社株式を、本制度を実施するための信託（以下、「本

信託」といいます。）の受託者である信託銀行が予め一括して取得し、持株会の株式取得に際して当社株式を売

却していきます。信託終了時までに、信託銀行が持株会への売却を通じて本信託の信託財産内に株式売却益相当

額が累積した場合には、それを残余財産として受益者適格要件を充足する当社従業員持株会会員に分配します。

また、当社は、信託銀行が当社株式を取得するための借入に対し保証をしているため、信託終了時において、当

社株価の下落により当該株式売却損相当の借入残債がある場合には、保証契約に基づき当社が当該残債を弁済す

ることとなります。 

 当社株式の取得・処分については、当社が本信託の債務を保証しており、経済的実態を重視した保守的な観点

から、当社と本信託は一体であるという会計処理を行っております。従いまして、本信託が所有する当社株式や

本信託の資産及び負債並びに費用及び収益についても四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書に含めて計上しております。なお、当第３四半期連結会計期間末に本信託が所有

する株式は2,154株であります。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

当第３四半期連結会計期間末 前連結会計年度末  
(平成22年12月31日) (平成22年３月31日)  

※１ 有形固定資産減価償却累計額 ※１ 有形固定資産減価償却累計額  
14,996 百万円 15,288 百万円  

※２ 資産の金額から直接控除している貸倒引 ※２ 資産の金額から直接控除している貸倒引  
当金の額 当金の額  

投資その他の資産       141百万円 投資その他の資産       91百万円  
 ３ 偶発債務   ３ 偶発債務    

当社は、航空貨物輸送業務に係る燃油サー

チャージ、セキュリティチャージ等に関し、

価格カルテルの容疑があるとして、米国司法

当局の調査を受けております。また、米国ニ

ューヨーク州連邦地裁において、世界の複数

の航空貨物利用運送業者が種々のカルテル行

為を行ったとして、集団訴訟が提起されまし

た。当社も一部のカルテル行為に参加したと

して被告の一員とされ、請求金額を特定せず

に損害の賠償等を求められております。 

 当該調査及び集団訴訟の結果によりまして

は、損失が発生し会社の財政状態及び経営成

績に影響を及ぼす可能性がありますが、現時

点では結果を合理的に予測することは困難で

あります。 

債権流動化による手形譲渡高は444百万円で

あります。 

 
 ４ 債務保証 ４ 債務保証  

以下の連結子会社以外の相手先の金融機関

からの借入金に対して債務保証を行っており

ます。これは連結外の他４社との連帯保証で

あります。 

 京浜地区運輸事業共同組合 150百万円 

  

以下の連結子会社以外の相手先の金融機関

からの借入金に対して債務保証を行っており

ます。これは連結外の他４社との連帯保証で

あります。 

 京浜地区運輸事業共同組合  159百万円 

   

※５ 第３四半期連結会計期間末日満期手形の

処理方法 
５        

 
当第３四半期連結会計期間末日満期手形

は、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。 

 なお、当第３四半期連結会計期間末日が金

融機関の休日であったため、次の連結会計期

間末日満期手形が、当第３四半期連結会計期

間末残高に含まれております。 

  受取手形   25百万円 

        ─ 
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(四半期連結損益計算書関係) 

第３四半期連結累計期間 

 
  

第３四半期連結会計期間 

  

 
  

前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間

(自 平成21年４月１日 (自 平成22年４月１日

 至 平成21年12月31日)   至 平成22年12月31日)

※1 販売費及び一般管理費の主なもの ※1 販売費及び一般管理費の主なもの 

   支払手数料 547 百万円  支払手数料 816 百万円

   役員報酬 423 〃  役員報酬 519 〃

   給与手当 4,629 〃  給与手当 4,559 〃

   法定福利費 713 〃  法定福利費 744 〃

   賞与引当金繰入額 155 〃  賞与引当金繰入額 190 〃

   退職給付費用 172 〃  退職給付費用 144 〃

   役員退職慰労引当金繰入額 9 〃 役員退職慰労引当金繰入額 8 〃

 
  のれん償却額 142 〃  のれん償却額 125 〃

  

※２  係争事件の解決に伴う和解金（弁護士費用控

除後）であります。 

※２   ────────── 

※３   当第３四半期連結累計期間における税金費用

については、法人税、住民税及び事業税と法人

税等調整額及び法人税等還付額を一括し「法人

税等」として表示しております。 

※３   当第３四半期連結累計期間における税金費用

については、法人税、住民税及び事業税と法人

税等調整額を一括し「法人税等」として表示し

ております。 

  

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

(自 平成21年10月１日 (自 平成22年10月１日

 至 平成21年12月31日)   至 平成22年12月31日)

※1 販売費及び一般管理費の主なもの ※1 販売費及び一般管理費の主なもの 

   支払手数料 151 百万円  支払手数料 249 百万円

   役員報酬 139 〃  役員報酬 173 〃

   給与手当 1,531 〃  給与手当 1,494 〃

   法定福利費 234 〃  法定福利費 248 〃

   賞与引当金繰入額 155 〃  賞与引当金繰入額 190 〃

   退職給付費用 42 〃  退職給付費用 53 〃

   役員退職慰労引当金繰入額 2 〃 役員退職慰労引当金繰入額 0 〃

 
  のれん償却額 47 〃  のれん償却額 41 〃

  

※２   当第３四半期連結会計期間における税金費用

については、法人税、住民税及び事業税と法人

税等調整額及び法人税等還付額を一括し「法人

税等」として表示しております。 

※２   当第３四半期連結会計期間における税金費用

については、法人税、住民税及び事業税と法人

税等調整額を一括し「法人税等」として表示し

ております。 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
  

(株主資本等関係) 

 当第３四半期連結会計期間末 （平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月

１日 至 平成22年12月31日）  

１ 発行済株式の種類及び総数 

       普通株式 247,268株 

  
２ 自己株式の種類及び株式数 

       普通株式  16,991株 

   （注）自己株式数には、従業員持株会信託口が保有する当社株式数2,154株と当社所有自己株式数14,837株を加算

して記載しております。 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

   四半期連結財務諸表規則第90条により新株予約権の目的となる株式の種類及び数の記載を 

     省略しております。  

    なお、新株予約権の当四半期連結会計期間末残高はありません。  

  
４ 配当に関する事項 

 配当金支払額 

 
  

（注）配当金の総額には、従業員持株会信託口に対する配当金４百万円を含めておりません。これは、従業員持株会

が保有する当社株式を自己株式として認識しているためであります。 

 前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間

 (自 平成21年４月１日 (自 平成22年４月１日

   至 平成21年12月31日)  至 平成22年12月31日)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結 ※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結 

 貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

            （平成21年12月31日現在）           （平成22年12月31日現在）

 現金及び預金 10,532 百万円 現金及び預金 11,355 百万円

 預入期間３ヶ月超の定期預金 △18 〃 預入期間３ヶ月超の定期預金 △18 〃

 有価証券 2,008 〃
取得日から３ヶ月以内に償還期
限の到来する有価証券 

2,008 〃

 現金及び現金同等物 12,522 百万円 現金及び現金同等物 13,346 百万円

     

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月２日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 587 2,500 平成22年３月31日 平成22年６月24日

平成22年11月８日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 459 2,000 平成22年９月30日 平成22年12月９日
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(セグメント情報等) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日) 

  

 
  

前第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日) 

 
(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。  

２ 各事業の主なサービス内容  

  (1) 国内物流事業： 自動車部品のトラック輸送、納入代行、倉庫保管及び流通加工、飲料・食品の保管、  

                     配送及びトラック輸送、自動車部品の梱包作業、トラックリース事業、完成車両の  

           港湾運送  

  (2) 国際物流事業： 航空輸送、海上輸送の輸出入業務、通関及び代理店業務並びに海外におけるトラック  

                     輸送及び倉庫保管  

  (3) その他の事業： 重量物の分解、組立、運搬及び据付作業を行う事業、引越業務、人材派遣業  

  

  

 
国内物流事業 
(百万円)

国際物流事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高    

  (1) 外部顧客に 
      対する売上高 19,638 10,029 804 30,472 ― 30,472 

  (2) セグメント間の内部 
      売上高又は振替高 73 12 1,741 1,828 (1,828) ―

計 19,712 10,042 2,545 32,301 (1,828) 30,472 

営業利益 1,190 703 53 1,947 ― 1,947 

 
国内物流事業 
(百万円)

国際物流事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高    

  (1) 外部顧客に 
      対する売上高 53,754 26,129 2,418 82,302 ― 82,302 

  (2) セグメント間の内部 
      売上高又は振替高 162 81 4,466 4,710 (4,710) ―

計 53,916 26,210 6,884 87,012 (4,710) 82,302 

営業利益 1,283 1,474 97 2,855 ― 2,855 
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【所在地別セグメント情報】 

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日) 

  

 
  

前第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。  

２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域  

  (1) 米 州・・・・米国  

  (2) 欧 州・・・・英国、オランダ  

  (3) アジア・・・・中国、シンガポール、タイ、マレーシア  

  

 
日本 

(百万円)
米州

(百万円)
欧州

(百万円)
アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
連結 

(百万円)全社 
(百万円)

売 上 高    

(1) 外部顧客に 
26,125 651 839 2,856 30,472 ― 30,472 

    対する売上高 

(2) セグメント間の 
39 9 8 11 68 (68) ―

  内部売上高又は振替高 

計 26,165 660 847 2,867 30,540 (68) 30,472 

営業利益 1,614 32 74 259 1,980 (32) 1,947 

 
日本 

(百万円)
米州

(百万円)
欧州

(百万円)
アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
連結 

(百万円)全社 
(百万円)

売 上 高    

(1) 外部顧客に 
70,661 1,862 2,409 7,370 82,302 ― 82,302 

    対する売上高 

(2) セグメント間の 
108 24 39 28 200 (200) ―

  内部売上高又は振替高 

計 70,769 1,887 2,448 7,398 82,502 (200) 82,302 

営業利益 2,362 1 40 467 2,871 (16) 2,855 
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【海外売上高】 

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日) 

  

 
  

前第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

 
(注)  １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。  

２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域  

  (1) 米  州・・・・米国、ブラジル、メキシコ  

  (2) 欧  州・・・・英国、オランダ、ハンガリー、ドイツ、フランス、スイス、チェコ、デンマーク  

  (3) アジア他・・・・中国、タイ、マレーシア、シンガポール、香港、台湾、韓国、バーレーン  

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。  

  

 米州 欧州 アジア他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 863 1,077 2,251 4,191 

Ⅱ 連結売上高(百万円) － － － 30,472 

Ⅲ 連結売上高に占める 
2.8 3.5 7.4 13.7 

  海外売上高の割合(％) 

 米州 欧州 アジア他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 2,265 3,188 5,613 11,067 

Ⅱ 連結売上高(百万円) － － － 82,302 

Ⅲ 連結売上高に占める 
2.8 3.9 6.8 13.5 

  海外売上高の割合(％) 
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【セグメント情報】 

 １ 報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となってい

るものであります。 

 当社は、本社に経営企画部を置き国内外のグループ事業戦略の立案と事業活動の統括をするととも

に、サービスと地域に基づく事業部制の下で、ロジスティクス事業とフォワーディング事業を行って

います。 

 国内連結会社はそれぞれ独立した経営単位であり、関連した事業本部と密接に連携しながらロジス

ティクス事業を展開しております。一方、海外の連結子会社もまたそれぞれ独立した経営単位ではあ

りますが、海外全体ではロジスティクス事業とフォワーディング事業を展開しております。 

 従って、当社グループの事業は国内のロジスティクス事業、国内のフォワーディング事業、海外の

ロジスティクス事業とフォワーディング事業、というサービスと地域を組み合わせた３つのセグメン

トから構成されており、これらをそれぞれ「国内物流事業」、「国際物流事業」及び「海外物流事

業」として報告セグメントにしております。 

 「国内物流事業」は日本国内でのロジスティクス事業、「国際物流事業」は日本国内から海外への

輸出及び海外から日本国内への輸入フォワーディング事業、「海外物流事業」は在外子会社からなる

ロジスティクス事業とフォワーディング事業を展開しております。 
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 ２ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日) 

 
（注） １ セグメント利益の調整額△２百万円は、セグメント間取引消去であります。 

  ２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

当第３四半期連結会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日) 

 
（注） １ セグメント利益の調整額△０百万円は、セグメント間取引消去であります。 

  ２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

(追加情報) 

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号 平成20年３月21日）を適用しております。 

  

   (単位：百万円) 

 

報告セグメント
調整額 
（注)１

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注)２

国内 
物流事業

国際
物流事業

海外
物流事業

計

売上高    

  外部顧客への売上高 66,007 18,115 15,889 100,012 - 100,012 

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高 340 133 67 541 △541 - 

計 66,348 18,248 15,957 100,553 △541 100,012 

セグメント利益 2,951 846 890 4,688 △2 4,686 

   (単位：百万円) 

 

報告セグメント
調整額 
（注)１

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注)２

国内 
物流事業

国際
物流事業

海外
物流事業

計

売上高    

  外部顧客への売上高 22,048 6,125 5,461 33,635 - 33,635 

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高 17 45 18 81 △81 - 

計 22,065 6,170 5,479 33,716 △81 33,635 

セグメント利益 1,050 350 306 1,707 △0 1,707 
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(企業結合等関係) 

   前第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 

    該当事項はありません。 

  
   当第３四半期連結会計期間（自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日） 

共通支配下の取引（その１） 

 ㈱バンテックイースト（旧社名：㈱バンテック東日本ロジ）を承継・存続会社とする分割、合

併 

 １．結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引

の目的を含む取引の概要 

（１）結合当事企業の名称及びその事業内容 

      ㈱バンテックイースト（当社の連結子会社）   ：物流事業、廃棄物処理業 

      池田運輸㈱（当社の連結子会社）        ：物流事業 

      ㈱バンテックテクノサービス（当社の連結子会社）：梱包業、労働者派遣事業等 

      ㈱ロジメイト（当社の連結子会社）       ：物流事業等 

      ㈱バンテックゼットロジ（当社の連結子会社）  ：物流事業 

（２）企業結合の法的形式 

㈱バンテックイーストを吸収分割承継会社とし、池田運輸㈱及び㈱バンテックテクノサ

ービスを吸収分割会社とする吸収分割を行うとともに、㈱バンテックイーストを吸収合併

存続会社とし、㈱ロジメイト及び㈱バンテックゼットロジを吸収合併消滅会社とする吸収

合併方式。 

（３）結合後企業の名称 

      名称 ： ㈱バンテックイースト 

（４）取引の目的を含む取引の概要 

    ①分割及び合併の目的 

子会社を集約するとともに、当社との業務分担を見直すことによってグループ経営の効率

化を図ることを目的としております。 

    ②分割及び合併効力発生日 

平成22年10月１日 

  
 ２．実施した会計処理の概要 

本分割及び合併は「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26

日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適

用指針第10号 平成20年12月26日）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行ってお

ります。 
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共通支配下の取引（その２） 

 ㈱バンテックウエスト（旧社名：㈱バンテック東海ロジ）を承継会社とする分割、合併 

１．結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の

目的を含む取引の概要 

（１）結合当事企業の名称及びその事業内容 

      ㈱バンテックウエスト（当社の連結子会社）   ：物流事業、廃棄物処理業 

      池田運輸㈱（当社の連結子会社）        ：物流事業 

      ㈱バンテックゼットロジ（当社の連結子会社）  ：物流事業 

（２）企業結合の法的形式 

㈱バンテックウエストを吸収分割承継会社とし、池田運輸㈱及び㈱バンテックゼットロ

ジを吸収分割会社とする吸収分割方式。 

（３）結合後企業の名称 

      名称 ： ㈱バンテックウエスト 

（４）取引の目的を含む取引の概要 

    ①分割の目的 

子会社を集約するとともに、当社との業務分担を見直すことによってグループ経営の効率

化を図ることを目的としております。 

    ②分割効力発生日 

平成22年10月１日 

  
 ２．実施した会計処理の概要 

本分割は「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）及び

「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第

10号 平成20年12月26日）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。 
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共通支配下の取引（その３） 

 ㈱バンテックセントラル（旧社名：㈱バンテック首都圏ロジ）を承継・存続会社とする分割、

合併 

 １．結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引

の目的を含む取引の概要 

（１）結合当事企業の名称及びその事業内容 

      ㈱バンテックセントラル（当社の連結子会社）  ：物流事業、廃棄物処理業 

      ㈱バンテックイースト（当社の連結子会社）   ：物流事業、廃棄物処理業 

      ㈱バンテックウエスト（当社の連結子会社）   ：物流事業、廃棄物処理業 

      ㈱ロジメイト（当社の連結子会社）       ：物流事業等 

      池田運輸㈱（当社の連結子会社）        ：物流事業 

      ㈱バンテックテクノサービス（当社の連結子会社）：梱包業、労働者派遣事業等 

      テイシーシーサービス㈱（当社の連結子会社）  ：小荷物の発送業務、労働者派遣 

                              事業等 

（２）企業結合の法的形式 

㈱バンテックセントラルを吸収分割承継会社とし、㈱バンテックイースト、㈱バンテッ

クウエスト、㈱ロジメイトを吸収分割会社とする吸収分割を行うとともに、㈱バンテック

セントラルを吸収合併存続会社とし、池田運輸㈱、㈱バンテックテクノサービス及びテイ

シーシーサービス㈱を吸収合併消滅会社とする吸収合併方式。 

（３）結合後企業の名称 

      名称 ： ㈱バンテックセントラル 

（４）取引の目的を含む取引の概要 

    ①分割及び合併の目的 

子会社を集約するとともに、当社との業務分担を見直すことによってグループ経営の効率

化を図ることを目的としております。 

    ②分割及び合併効力発生日 

平成22年10月１日 

  
 ２．実施した会計処理の概要 

本分割及び合併は「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26

日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適

用指針第10号 平成20年12月26日）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行ってお

ります。 
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共通支配下の取引（その４） 

 ㈱バンテック九州を承継会社とする分割 

 １．結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引

の目的を含む取引の概要 

（１）結合当事企業の名称及びその事業内容 

      池田運輸㈱（当社の連結子会社）        ：物流事業 

      ㈱ロジメイト（当社の連結子会社）       ：物流事業等 

（２）企業結合の法的形式 

㈱バンテック九州を吸収分割承継会社とし、池田運輸㈱及び㈱ロジメイトを吸収分割会

社とする吸収分割方式。 

（３）結合後企業の名称 

      名称 ： ㈱バンテック九州 

（４）取引の目的を含む取引の概要 

    ①分割の目的 

子会社を集約するとともに、当社との業務分担を見直すことによってグループ経営の効率

化を図ることを目的としております。 

    ②分割効力発生日 

平成22年10月１日 

 ２．実施した会計処理の概要 

本分割は「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）及び

「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第

10号 平成20年12月26日）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。 
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(１株当たり情報) 

１ １株当たり純資産額 

 
（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 
（注） １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、 

以下のとおりであります。 

  

 
  

当第３四半期連結会計期間末 
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

 

  

 1株当たり純資産額 105,838円82銭
 

1株当たり純資産額
  

100,876円46銭
 

項目
当第３四半期連結会計期間末 前連結会計年度末

（平成22年12月31日） （平成22年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 24,938 24,222 

純資産の部の合計額から控除する金額     
（百万円） 566 501 

（うち少数株主持分） (566) (501) 

普通株式に係る四半期連結会計期間末 
（連結会計年度末）の純資産額（百万円） 24,372 23,721 

１株当たりの純資産額の算定に用いられた
四半期連結会計期間末（連結会計年度末）の 
普通株式の数（株） 

230,277 235,151 

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間  
(自 平成22年４月１日  
 至 平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 8,096円 91銭 １株当たり四半期純利益金額 11,595円 52銭

潜在株式調整後１株当たり 
四半期純利益金額 

8,088円 98銭
潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額 

11,586円 52銭

項目
 前第３四半期連結累計期間
  (自 平成21年４月１日  
   至 平成21年12月31日）

 当第３四半期連結累計期間 
  (自 平成22年４月１日  
   至 平成22年12月31日）

(1)１株当たり四半期純利益金額 

 四半期純利益（百万円） 1,923 2,686

 普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

 普通株式に係る四半期純利益（百万円） 1,923 2,686

 普通株式の期中平均株式数（株） 237,607 231,719

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

 四半期純利益調整額（百万円） ― ―

 普通株式増加数（株） 233 180

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ
た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変
動があったものの概要 

― ―

― 34 ―



  
第３四半期連結会計期間 

  

 
(注)  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

  

 
（注） 「１株当たりの純資産額の算定に用いられた四半期連結会計期間末（連結会計年度末）の普通株式の数」、

当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間の「普通株式の期中平均株式数」は、従業員持株

会信託口が所有する四半期連結財務諸表提出会社株式を控除しております。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

剰余金の配当 

 平成22年11月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

  （１）中間配当による配当金の総額・・・・・・459百万円 

  （２）1株当たりの金額・・・・・・・・・・・・ 2,000円 

  （３）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・平成22年12月９日  

（注）平成22年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。な

お、（１）には従業員持株会信託口に対する配当金を含めておりません。 

  

  

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間  
(自 平成22年10月１日  
 至 平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 4,916円 18銭 １株当たり四半期純利益金額 4,974円 85銭

潜在株式調整後１株当たり 
四半期純利益金額 

4,906円 22銭
潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額 

4,973円 53銭

項目 (自  平成21年10月１日 
至  平成21年12月31日) 

前第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間

(1)１株当たり四半期純利益金額  

 四半期純利益(百万円) 1,164 1,144 

 普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

 普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,164 1,144 

 普通株式の期中平均株式数(株) 236,967 230,135 

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額  

 四半期純利益調整額(百万円) ― ―

 普通株式増加数(株) 481 61 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株
式で前連結会計年度末から重要な変動があったもの
の概要 

― ―

２ 【その他】
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該当事項はありません。 
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平成22年２月12日

株式会社バンテック 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社バンテックの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社バンテック及び連結子会社の平成

21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    安田 弘幸    印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    関谷 靖夫    印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



  
平成23年２月10日

株式会社バンテック 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社バンテックの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社バンテック及び連結子会社の平成

22年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
追記情報 

 「注記事項（四半期連結貸借対照表関係） ３ 偶発債務」に記載されているとおり、会社は価格カル

テル容疑により米国司法当局から調査を受け、また、米国において価格カルテルに関する損害賠償請求等訴

訟を提起されている。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    安田 弘幸    印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    関谷 靖夫    印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成23年２月10日 

【会社名】 株式会社バンテック 

【英訳名】 VANTEC CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 山田 敏晴 

【最高財務責任者の役職氏名】         － 

【本店の所在の場所】 神奈川県横浜市神奈川区守屋町三丁目13番地１ 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  （東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 

 



当社代表取締役社長 山田 敏晴は、当社の第６期第３四半期(自 平成22年10月１日 至 平成22年

12月31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いた

しました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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